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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２９年１月１０日（平成２９年（行個）諮問第３号及び同第５

号） 

答申日：平成２９年３月２４日（平成２８年度（行個）答申第２１１号及び同

第２１２号） 

事件名：平成２８年司法試験論文式試験の本人の答案の不開示決定に関する件 

平成２７年司法試験論文式試験の本人の答案の不開示決定（不存在）

に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

平成２８年及び平成２７年司法試験論文式試験（以下，順に「２８年試

験」及び「２７年試験」という。）の審査請求人本人の答案に記録された

保有個人情報（以下，順に「本件対象保有個人情報１」及び「本件対象保

有個人情報２」といい，併せて「本件対象保有個人情報」という。）の開

示請求に対し，本件対象保有個人情報１につき，その全部を不開示とした

決定は，妥当であり，本件対象保有個人情報２につき，これを保有してい

ないとして不開示とした決定について，諮問庁が２７年試験の審査請求人

本人の答案の画像データに記録された保有個人情報を特定し，その全部を

不開示とすべきとしていることは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく各開示請求に対し，平成２８年１０月１

３日付け法務省入試第１９８号及び同月２１日付け同第２０２号により法

務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った各不開示決定

（以下，順に「原処分１」及び「原処分２」といい，併せて「原処分」と

いう。）について，原処分を取り消し，全部開示とする決定を求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

  ア 平成２９年（行個）諮問第３号（以下「諮問第３号」という。） 

    （ア）個人情報開示請求をした理由と，開示の必要性について 

ａ 開示請求した理由 

今回，個人情報開示請求をしたのは，答案の取り違えの有無を

確かめたいだけです。消えた年金問題にも見られるように，行
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政上，入力の際に，間違えが生じるということは多々あります。

また，公務員の仕事だけではなく病院でも赤ちゃんの取り違え

が起こっていますし，検体の取り違えもあります。司法書士の

試験でも２パーセントは取り違えとしか思えないことが起こっ

ていると聞きます。 

審査請求人が情報開示請求をしたのは，このような取り違えが

ないか，確かめたいだけであって，司法試験の採点等に対して，

怒りなどの感情が働いているのではありません。 

ｂ 開示の必要性 

また，年々，問題流出の問題も多く取り上げられています。昨

年，特定Ａ大学での流出があったため，今年からは，一層流出

を認めてよいという状況になっていると聞きます。特定Ａ大学

以外の私立大学でも流出は止まらず，特定Ｂ大学の教授は，

「教授同士の仲が良いので，他の教授が作った問題を予想でき

るから，偶然あたった」と生徒に言い訳をしているとも聞きま

した。もはや，問題の流出は認められ，答案の書き方について

の教示までがあった場合のみ処罰される事態となっています。 

このまま，答案の開示を認めないとすると，司法試験はブラッ

クボックス化し，頑張った人が合格できる試験ではなく，特定

の大学院を出た者だけが合格できる試験に様変わりしてしまい

ます。 

ｃ 長い間，一生懸命努力し，出来上がった，集大成といえる大切

な答案です。ずっとずっと持って，宝物にしておきたいと思って

います。受験者の作品ともいえるかけがえのないものを，司法試

験委員の恣意的な試験運用のために開示しないというのは，なん

とも腑に落ちないです。 

大切な個人情報です。どうか，返して下さい。 

（イ）不開示情報に該当しないとすることの相当性 

今回の開示を認めても，司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれのあるときにあたらず，法１４条７号柱書きの場合にあた

らないです。 

不開示決定の理由として，４つ提示されていますが，それぞれが

不開示事由にあたらないことを説明します。 

ａ ①答案を開示すれば，開示された答案と成績通知による各科目

別の得点を比較し，答案の採点について，司法試験委員会及び考

査委員への質問や照会等が増加し，考査委員及び事務局職員等が

それぞれの有する業務に支障が生じるおそれがある，との理由に

ついて 
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（ａ）まず，法１４条７号柱書きの趣旨及び解説について，総務省

行政管理局の示す基準から説明します。 

ａ）そもそも法１４条７号の規定は，事務又は事業に関する情

報の不開示情報としての要件を定めるものです（解説 行政

機関等個人情報保護法 総務省行政管理局 ６５ページ【趣

旨】抜粋）。そして，「当該事務又は事業の性質上，適正な

遂行に支障を及ぼすおそれ」とは，当該事務又は事業の本質

的な性格，具体的には当該事務又は事業の目的，その目的達

成のための手法等に照らして，その適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあるかどうか判断する趣旨です（同【解説】抜

粋）。 

ｂ）そして，本規定は行政機関の長の恣意的な判断を許容する

趣旨ではなく，各規定の要件の該当性は，客観的に判断され

る必要があり，また，事務又は事業の根拠となる規定・趣旨

に照らし，個人の権利利益を保護する観点からの開示の必要

性等の種々の利益を考慮した上で「適正な遂行」といえるも

のであることが求められます（同【解説】抜粋）。 

ｃ）そしてまた，「支障」の程度は，名目的なものでは足りず，

実質的なものが要求され，「おそれ」の程度も単なる確率的

な可能性ではなく，法的保護に値する蓋然性が求められます

（同【解説】抜粋）。 

（ｂ）そこで，不開示理由①の「支障」の程度を検討します。 

ａ）まず，司法試験は，裁判官，検察官又は弁護士となろうと

する者に必要な専門的な法律知識及び法的な推論の能力を有

するかどうかを判定する試験です（法務省ホームページ抜

粋）。そうすると，司法試験の事務は，裁判官，検察官又は

弁護士となろうとする者に必要な専門的な法律知識及び法的

な推論の能力を有するかどうかを判定することにあります。

そして，司法試験は，法科大学院卒業から５年間しか受験す

ることができず，誰でもいつでも受験できる試験ではない上，

最高峰の試験であるとの手法が採られています。 

ｂ）開示請求を合格判定の後にするのであれば，既に司法試験

事務は終了しているのであるから，司法試験事務の適正な遂

行が求められる場面ではないです。仮に，合格発表後に開示

請求するとしても，ほとんどの受験生はわずか５回しか受験

できないという制約の中，次の受験まで半年という地点であ

り，開示した成績判定に不服を申し立てるというよりは，次

の試験に向けた勉強方法確立のために活用することが想定さ
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れます。そうすると，次年度以降の試験の適正な遂行への支

障は，単なる確率的可能性にすぎないです。 

（ｃ）また，考査委員の業務に支障が生じるとも主張するが，そも

そも，考査委員の業務は，司法試験における問題の作成，司法

試験における採点，司法試験における合格者の判定の３つしか

なく（法務省ホームページ），質問や照会等の業務自体存在し

ないことから，支障は生じようがないです。 

（ｄ）そうすると，司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れのあるときは，特定秘密保護法に該当し，法的に秘密を守る

必要があるような場面ではなく，また，情報開示したことに

よって生じる支障は，法的保護に値する蓋然性はなく，法１４

条７号柱書きの場合にあたらないです。 

ｂ ②後に生じる個々の受験者等からの苦情や非難を回避すること

を考慮するあまり，採点者が答案に対して適正な評価を与えるこ

とが困難となるといっていることについて 

（ａ）「支障」の程度については，前述と同様です。 

（ｂ）受験者からの苦情や非難の生じうることは，司法試験にとど

まらず，小中高大学の定期試験，入試，国家試験を含め，あら

ゆる試験について起こり得ることです。 

しかし，どの試験においても，採点者は，苦情，非難がない

ように公正に採点するようになっています。苦情非難が起こり

得ることから，より慎重に採点することが可能となっています。

そうすると，苦情非難によって適正な評価を与えることが困難

となるのではなく，むしろ，適正な評価を充てることに資する

ものといえます。そして，司法試験と同様の国家試験である司

法書士の試験においても，同様の可能性があるものの，開示を

していることからも，適正な評価を与えることを困難とすると

は言えないです。 

特に，司法試験は，国家最高峰の試験であり，最も優秀な頭

脳を持っている試験委員が，プライドと自負をもって採点に取

り組んでいる試験です。にもかかわらず，個々の受験者からの

苦情を怖がり，採点が適正にならないというのは，考えられな

いです。 

そうすると，適正な評価を与えることが困難となるというの

は，単なる名目的な支障にすぎません。 

（ｃ）そうすると，司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れのあるときは，特定秘密保護法に該当し，法的に秘密を守る

必要があるような場面ではなく，また，情報開示したことに
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よって生じる支障は，法的保護に値する蓋然性はなく，法１４

条７号柱書きの場合にあたらないです。 

ｃ ③法曹にとって必要な能力評価に適切な良間の作成をも困難に

するとの理由について 

（ａ）「支障」の程度については，前述の通りです。 

（ｂ）答案の開示を認めても認めなくとも，問題に対する批評はさ

れているのであるから，開示によってもよらなくとも苦情非難

はあります。そうすると，開示することで，苦情非難が生じう

るといえるものではありません。また，必要な能力評価に適切

な良問の作成ができるかできないかは，作成者の能力に委ねら

れるところであり，苦情の有無によって左右されるものではあ

りません。 

よって，良問の作成をも困難にするというのは，単なる名目

的な支障にすぎないです。 

（ｃ）そうすると，司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れのあるときは，特定秘密保護法に該当し，法的に秘密を守る

必要があるような場面ではなく，また，情報開示したことに

よって生じる支障は，法的保護に値する蓋然性はなく，法１４

条７号柱書きの場合にあたらないです。 

ｄ ④受験予備校等を介して，合格者あるいは上位成績者の答案が

模範解答との扱いを受けて広く流布し，受験者の解答方法等に影

響を与え，あるいは，受験予備校が「答案の分析結果」等と称し

て成績上位のパターンを示すことなどにより，受験技術のみに

頼った勉強法がまん延し，司法試験による法曹養成の意義が害さ

れるとともに，論文式試験によって上記のような能力評価をする

ことか困難になり，論文式試験の意義が失われるおそれがあると

の理由について 

（ａ）「支障」の程度については，前述の通りです。 

（ｂ）現時点でも，合格者は，自分の書いた答案を再現し，予備校

に売却し，成績上位パターンの答案は広く出回っています。し

かし，論文式試験の意義が失われるような事態には至っていま

せん。 

また，受験者は，自分の能力を信じ，自分の答案にプライド

と責任をもって取り組んでいます。そして，より伝わる答案を

書くために，お手本として合格者の答案を見ていますが，それ

以上によく，それ以上の出来栄えを追及して日々励んでいます。

このような受験生の血のにじむような長年の努力が，パターン

化した答案を導くとは到底思えません。もし，司法試験委員が
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そのようにお考えであるのなら，受験者の努力を何にも鑑みて

いないと思えてなりません。 

そうすると，上記のようなおそれは，単なる名目上の支障に

すぎないです。 

（ｃ）そうすると，司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れのあるときは，特定秘密保護法に該当するような，法的に秘

密を守る必要がある場面ではなく，また，情報開示したことに

よって生じる支障は，法的保護に値する蓋然性はなく，法１４

条７号柱書きの場合にあたらないです。 

イ 平成２９年（行個）諮問第５号（以下「諮問第５号」という。） 

１年未満の保有期間経過のため，廃棄したところ不存在との決定が

されました。 

しかし，保有期間が経過しても，廃棄協議が終わらなければ廃棄は

されません。廃棄協議前に廃棄することは不可能です。そのため，

存在しています。 

（ア）もともと行政文書は，永久保存主義を採っており，期限の有無に

かかわらず，書庫で長く保存されてきていました。現在でもそのこ

とは変わらず，長く保存していると聞きました。 

また，先日，実際に法務省に伺い，担当の特定職員に聞いたとこ

ろ，開示請求は文書の保管から１年未満であれば可能であったので，

３６４日に請求すればあったと聞きました。しかし，廃棄業者は毎

日出入りするものではなく，３６５日丁度の日に廃棄するというの

は，考え難いです。おそらく，１年未満であれば廃棄していないと

いうように上司からの指示があり，それをそのまま審査請求人に伝

えたのだと思います。実際には，その存否さえ誰も確認していない

と考えられます。また，どの法律に基づいて保管期間が定められて

いるかを聞きましたが，答えはありませんでした。 

さらに，日本弁護士連盟が，法務省に「司法試験考査委員の選任

と試験問題の漏洩防止に対する提言」（平成２８年５月７日）を取

りまとめており，その中で，答案を保管する期間を相当期間（３～

５年）に延ばすように言っています。平成２７年に受験者の答案か

ら，明らかに司法試験問題が漏えいしているということが判明し，

法務省から刑事告訴までしています。そのような重大事件が起こっ

た年の答案がすでに廃棄されているというのは，疑問です。 

（イ）実際の廃棄時期 

実際の廃棄時期について調べました。 

廃棄をするにあたっては，廃棄協議が行われます。廃棄協議とは，

内閣府に対して「廃棄してよろしいか伺う」手続で，これに対する
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同意が得られてはじめて実廃棄が可能となるものです。 

そして，今年度の廃棄協議は，「平成２７年度末に保管期間が満

了したもの」と，「平成２８年度末に保存期間が満了するもの」を

主な対象としており，現在は，平成２８年度末までに保存期間が満

了する（した）行政文書について，内閣府に対する廃棄協議を行う

準備中です。 

本件の２７年試験の保存期間は１年未満であり，保存期間が平成

２８年５月１５日までといえることから，平成２８年度中に保存期

間を迎える文書として，これからの廃棄協議のための準備をしてい

るところとなります。そうすると，廃棄することは，現時点では不

可能であり，廃棄されていないといえます。 

（ウ）したがって，保存期間経過により不存在というのは，虚偽であり，

あくまで建前を伝えたもので，実際の文書の存否とは異なるものと

いえます。実際には，廃棄自体不可能な時点にあるといえ，明らか

に存在しているといえます。 

人生をかけて作り上げた大切な文書です。どうか，きちんと存否

を確認し，開示してください。 

（補足） 

平成２８年１１月１１日金曜日に，別添の通り，行政文書開示請求

の結果についての文書が届きましたので添付いたします。（求補正

書添付（略）） 

もし，２７年試験の答案が既に廃棄されているのであれば，廃棄同

意が得られているはずです。 

しかし，平成２７年度及び平成２８年度に保存期間が満了した行政

文書ファイルについては，廃棄同意が得られた文書は存在しないそ

うです（添付のとおり）。そうすると，２７年試験の答案は廃棄で

きませんので，存在していると言えます。 

（２）意見書 

審査請求人から，平成２９年２月８日（諮問第３号）並びに同月１３

日及び同月２８日（同第５号）に各意見書が当審査会宛て提出された

（諮問庁の閲覧に供することは適当ではない旨の意見が審査請求人から

提出されていることから，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）諮問第３号 

ア 司法試験制度について 

（ア）司法試験の目的及び実施機関 

       司法試験は，裁判官，検察官又は弁護士となろうとする者に必要
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な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定することを目的と

する国家試験である（司法試験法（昭和２４年法律第１４０号）１

条１項）。 

司法試験の実施に関する事務は，国家行政組織法（昭和２３年法

律第１２０号）８条及び司法試験法１２条１項に基づき法務省に置

かれた司法試験委員会がつかさどるとされている（同条２項）。 

司法試験委員会には，司法試験における問題の作成及び採点並び

に合格者の判定を行わせるため司法試験考査委員（以下「考査委

員」という。）が置かれ（同法１５条１項），司法試験の合格者は，

考査委員の合議による判定に基づき，司法試験委員会が決定すると

されている（同法８条）。 

司法試験委員会の庶務に関する事務は，法務省大臣官房人事課

（以下「事務局」という。）において処理を行っている（司法試験

委員会令（平成１５年政令第５１３号）７条，法務省組織令（平成

１２年政令第２４８号）１６条）。 

（イ）司法試験における成績評価の概要 

司法試験は，短答式及び論文式による筆記の方法により行い，合

格者の判定は，短答式による筆記試験で合格に必要な成績を得た者

につき，短答式による筆記試験及び論文式による筆記試験の成績を

総合して行っている（司法試験法２条１項及び２項）。 

論文式による筆記試験（以下「論文式試験」という。）は，公法

系科目，民事系科目，刑事系科目及び選択科目（倒産法，租税法，

経済法，知的財産法，労働法，環境法，国際関係法（公法系）又は

国際関係法（私法系）から一科目を選択）について行われる。問題

数は，公法系科目，刑事系科目及び選択科目については２問，民事

系科目については３問が出題され，試験時間は，公法系科目及び刑

事系科目が４時間（問題１問につき各２時間），民事系科目が６時

間（問題１問につき各２時間），選択科目が３時間である。配点は，

公法系科目及び刑事系科目については，問題１問につき１００点配

点の計２００点満点，民事系科目については，問題１問につき１０

０点配点の計３００点満点，選択科目については，２問で計１００

点満点である。 

科目ごとの得点は，その科目内における各問の得点の合計点であ

る。各問の得点は，各問において複数の考査委員により採点された

得点の平均点であり，考査委員により採点された得点とは，考査委

員により付された素点を標準偏差を用いて採点格差調整した後のも

のである。なお，いずれかの科目において，各問における各考査委

員が付した素点の平均点を合計したものが満点の２５パーセント点
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未満である場合には，それだけで不合格となる。 

短答式による筆記試験で合格に必要な成績を得た受験者に対して

は，論文式試験の科目別得点，合計得点，合計得点による順位のほ

か，平成２８年司法試験からは問別の順位ランクを通知している。

また，論文式試験については，科目ごとに得点別の分布表を公表し

ているため，受験者は，これを通知された科目別得点と照らし合わ

せれば，自らの科目別の順位についても知ることができる。 

イ 本件開示請求及び開示しないこととした理由について 

（ア）本件開示請求に係る保有個人情報について 

       審査請求人は「平成２８年司法試験論文式試験の受験者氏名「審

査請求人の氏名」（試験地「特定地名」，受験番号「特定番号」）

の答案」（本件対象保有個人情報１）の開示を求めている。 

       本件対象保有個人情報１は，公法系科目及び選択科目については

平成２８年５月１１日，民事系科目については同月１２日，刑事系

科目については同月１４日に実施された司法試験論文式試験の終了

後にそれぞれ取得し，司法試験の合否判定等のために保有している

情報である。 

（イ）開示しないこととした理由 

       司法試験の論文式試験は，法曹になろうとする者に必要な専門的

な学識並びに法的な分析，構成及び論述の能力を有するかどうかを

判定することを目的とするものであるが（司法試験法３条２項），

本来，論文式試験に関しては，その正解が一義的に定まっているも

のではない。 

現在，成績通知によって，各科目の得点を受験者に通知している

ところ，答案を開示すれば，答案の採点について，司法試験委員会

及び考査委員への質問や照会等が増加し，考査委員及び事務局職員

等の業務に支障が生じるおそれがある。また，後に生じ得る個々の

受験者等からの苦情や非難を回避することを考慮するあまり，採点

を担当する考査委員が答案に対して適正な評価を与えることが困難

になり，さらには，法曹にとって必要な能力評価に適切な良問の作

成をも困難にするおそれがある。     

加えて，本件対象保有個人情報１を開示することとすれば，受験

予備校等を介して，合格者あるいは上位成績者の答案が模範答案と

の扱いを受けて広く流布し，受験者の解答の方法等に影響を与え，

あるいは，受験予備校が「答案の分析結果」等と称して成績上位の

論述パターンなどを示すことにより，受験技術のみに頼った勉強法

がまん延し，司法試験による法曹養成の意義が害されるとともに，

論文式試験によって上記のような能力評価をすることが困難になり，
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論文式試験の意義が失われるおそれがある。 

したがって，本件対象保有個人情報１を開示することにより，司

法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある（法１４条７

号柱書き）ことから，保有個人情報の開示をしない旨の決定を行っ

た。 

ウ 本件審査請求に理由がないこと 

（ア）新たな法曹養成制度の意義が損なわれること 

ａ 新たな法曹養成制度における司法試験の役割 

         平成１３年６月に司法制度改革審議会が新たな法曹養成制度の

導入を提言したことを受けて，司法試験法及び裁判所法の一部

を改正する法律（平成１４年法律第１３８号）が成立し，平成

１７年１２月１日に同法の一部の施行によって司法試験法が改

正され，それまでの司法試験（以下「旧司法試験」という。）

に代わる司法試験が平成１８年から実施されることとなった。 

旧司法試験においては，厳しい受験競争の下，受験者が受験技

術の習得を優先し，受験予備校に大幅に依存する傾向が著しく

なり，法曹となるべき者の資質の確保に重大な影響を及ぼすに

至っていることが問題視されていた。旧司法試験の論文式試験

の答案については，「表面的，画一的，金太郎飴的答案」，

「同じような表現のマニュアル化した答案」，「パターン化し

ており，それも同じ間違いをしている答案」，「落ちない答

案」等が多く，その結果，「受験者の能力判定が年々困難に

なってきている」，「これ以上答案の画一化が進むと，能力判

定そのものが大変困難になる」と指摘されるとともに，仮に，

能力判定が可能であっても，「その結果生み出される法曹全体

の質的な劣化というものは，極めて深刻なもの」であるとの指

摘がされていたところである（司法制度改革審議会議事録等）。

このような実情については，多くの受験者が受験予備校を利用

するなどして，論点ごとに整理された教材，あるいは過去の試

験問題や想定問題についての解答例を集めた教材等を使用して

その内容を覚えていくという勉強の仕方をしていることが主た

る原因であると指摘されていた。さらに，科目別得点の順位ラ

ンクが「Ａ」である論文式試験合格者の再現答案について詳細

な分析を加えた書籍が，受験予備校等から発行されていたこと

からも明らかなとおり，受験予備校等は，受験者から論文式試

験の再現答案を集め，成績通知により上位にランクされた者の

再現答案をもっともらしく分析し，高い評価を得る答案の共通

点等を多数の受験者に示すなどの受験指導を行っており，この
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ことが上記のような問題状況に拍車を掛けていた。 

他方で，２１世紀の社会経済情勢の変化に伴い，より自由かつ

公正な社会の形成を図る上で法及び司法の果たすべき役割がよ

り重要なものとなり，多様かつ広範な国民の要請に応えること

ができる高度の専門的な法律知識，幅広い教養，国際的な素養，

豊かな人間性及び職業倫理を備えた多数の法曹が求められるこ

ととなった。 

司法制度改革においては，これらを踏まえて，２１世紀の司法

を担うにふさわしい，質・量ともに豊かな法曹を確保するため，

司法試験という「点」のみによる選抜ではなく，法学教育，司

法試験，司法修習を有機的に連携させた「プロセス」としての

法曹養成制度へと大きな転換が図られ，その中核を担うものと

して，法曹養成に特化した実践的な教育を行う法科大学院が新

たに導入された。 

法科大学院では，法曹となるべき資質・意欲を持つ者が入学し，

厳格な成績評価及び修了認定が行われることを不可欠の前提と

した上で，その課程を修了した者のうち相当程度の者が司法試

験に合格できるよう，充実した教育を行うこととされた（司法

制度改革審議会意見書）。すなわち，法科大学院においては，

法曹の養成のための中核的な教育機関として，各法科大学院の

創意をもって，入学者の適性の適確な評価及び多様性の確保に

配慮した公平な入学者選抜を行い，少人数による密度の高い授

業により，将来の法曹としての実務に必要な学識及び弁論能力

を含むその応用能力並びに法律に関する実務の基礎的素養を涵

養するための理論的かつ実践的な教育を体系的に実施し，その

上で厳格な成績評価及び修了の認定を行うこととされ（法科大

学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律（平成１４年

法律第１３９号）２条１号），設置基準等において，開設すべ

き授業科目や教員の配置数などが定められている上，定期的に

第三者評価機関による評価を受けなければならないこととされ

ている（専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令第１

６号），専門職大学院に関し必要な事項について定める件（平

成１５年文部科学省告示第５３号）等）。 

司法試験は，このような法科大学院の在り方を前提として，受

験資格が原則として法科大学院修了者に限定されることとなり

（司法試験法４条１項），制度の枠組みが大幅に変えられた。

司法試験は，裁判官，検察官又は弁護士となろうとする者に必

要な学識及びその応用能力を有するかを判定することを目的と
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し，法曹にふさわしい者を選抜する役割を有するとともに，法

科大学院を中核とする法曹養成制度の一環として位置付けられ，

法科大学院教育との有機的連携の下に行われることとなった

（法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律２条，

司法試験法１条参照。）。 

このように，新たな法曹養成制度の趣旨は，法曹にふさわしい

知識・能力等の涵養を法科大学院課程を通じて行うことにあり，

法科大学院生が法科大学院課程の履修に専念せず，これを軽視

しおろそかにするような事態となれば，新たな法曹養成制度の

意義が損なわれることとなるのみならず，法科大学院を中核と

するプロセスとしての法曹養成制度そのものが成り立たなくな

る。司法試験は，法科大学院課程を履修した成果を測るもので

あり，司法試験の受験対策のみを目的とした指導や受験技術の

習得は，およそ本末転倒と言うべきものであって，新たな法曹

養成制度の理念に真っ向から反するものである。 

ｂ 司法試験における現状 

         しかしながら，現在も，複数の大手の受験予備校や受験雑誌等

による司法試験の受験指導が大々的に行われているところ，論

文式試験については，様々な受験対策講座の開設や書籍の販売

が行われ，そこでは「合格答案」を作成するための答案作成技

術の指導が売り物にされ，受験者の再現答案がそのような受験

指導の材料として利用されるなどしており，司法試験の現状に

おいても，旧司法試験の弊害とされていた，新たな法曹養成制

度の理念に反する受験対策に傾斜しかねない情報が受験者の間

に広く出回っている状況にある。 

そして，受験予備校は，受験者に対し，司法試験の試験会場の

出口でビラを配ったり，ホームページで広告したりするなどし

て，金品を対価に再現答案の提出を広く募り，成績通知の提出

も求めた上，成績上位者に高額の謝礼を上積みするなどしてい

る。その「再現答案」は当該受験者の科目別得点等と併せて書

籍に掲載されるなどして利用されており，受験者本人のために

拡充したはずの成績通知制度が，司法制度改革の理念に反する

ような学習姿勢を広めかねない受験情報として利用されている

実態がある。 

このような再現答案やその分析結果の利用は，どのような答案

を書けば手っ取り早く高得点が取れるかという受験対策として

の意味しかなく，法曹としての本質的な能力の涵養には無意味

かつ有害であって，新たな法曹養成制度の理念に反する。 
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実際，採点を担当した考査委員による採点実感においても，こ

のような現状に対する懸念が表明されており，「受験生が典型

的論点に関する論述例の暗記に偏重するなどした勉強方法を

とった結果，事案の特殊性を考慮して個別具体的な解決を模索

するという法律実務家に求められる姿勢を十分に習得していな

いのではないかと懸念される」（平成２２年刑事系科目第１

問），「行政処分の違法性に関する法律論を組み立てる基本的

な能力を試すために，大きく配点したが，行政法規にいう行政

処分の「条件」の意味を誤解してつまずき，的外れな方向に論

述を進めてしまう答案や，処分要件を十分検討しないまま行政

裁量を援用し，論述が粗雑になる答案が目立った。また，設問

２では，授益的行政処分の撤回という基本的な概念について，

事案及び関係規定に即して論述できていない答案が予想外に多

かった。いずれの設問に関しても，論点単位で論述の型を覚え

る学習の弊害が現われた結果のように感じられ，残念であっ

た。」（平成２６年公法系科目第２問），「論じる必要がない

と考えられるにもかかわらず，これを論じているものが散見さ

れた。マニュアル的，パターン的に準備してきたものをそのま

ま書くのではなく，なぜその点を論じる必要があるのかを事案

に即して考えて論じていくべきである。」（平成２７年公法系

科目第１問）などと述べられている。 

ｃ 答案を開示することによって生じる支障 

         このような司法試験における受験対策の現状に照らせば，答案

そのものが開示されることとなれば，上記のような新たな法曹

養成制度の理念に反する受験対策がまん延する傾向に一層拍車

が掛かることになることは明白である。 

上記のとおり，現在でも，受験予備校等が再現答案を収集し，

これを利用した受験指導が行われている。しかしながら，再現

答案は，実物の答案ではなく，飽くまで受験者が記憶に基づい

て再現したという前提の下に，流布され，分析等に利用されて

いるものであり，再現答案は，実物の答案と一言一句違わず正

確に再現されたものであるとは常識的に考えられない上，再現

に当たって記述の訂正や追加・変更を行うなど手を加えられた

ものであることを前提として流布・利用されている。 

これに対し，現物の答案においては，再現の正確性を疑う余地

がなく，得点との関連性も確実なものとして受け止められるこ

ととなる。そのため，答案を比較して分析を行うに当たっても，

得点の差異と記載内容の差異に照らして，よりもっともらしい
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分析を行うことが可能となる。したがって，現物の答案を開示

することとなれば，当該答案やその分析結果は，格段に高い信

ぴょう性をもって受け止められることとなる。 

再現答案しか入手できない現状においても，受験予備校等によ

るこれを利用した受験指導がまん延しつつあることに照らせば，

答案の開示によってその傾向に一層拍車を掛けることとなるこ

とは疑いがない。 

となれば，受験期間が制限されている司法試験においては，司

法試験の合格に直結するような答案作成技術を求めて，合格者

の実際の答案の体裁や書き振りを模倣するなど，実際の答案を

利用したもっともらしい分析に基づく受験指導を安易に受け入

れる受験者が多くなり，受験技術に強く影響された画一的な答

案が増加する蓋然性が高い。 

司法試験の論文式試験は，出題された事例について法的に解析

した上で，論理的な思考に基づき，法令の解釈や適用を行い，

それを論理的・説得的に構成・論述して表現することを求め，

それを総合的に評価することにより，受験者の単なる知識の有

無のみならず，法曹となるべき理論的かつ実践的な理解力，思

考力，判断力等を判定するものである。しかし，上記のような

受験指導によって，受験者が過去の成績上位者の答案の体裁や

書き振りを模倣して，いかにも自己の表現であるかのように記

載し，法曹に必要な学識及び応用能力を有することを見せ掛け

た答案を作成することとなると，その受験者の能力を適切に判

定することが困難となり，司法試験事務の適正な遂行に重大な

支障を及ぼすこととなる。 

そうなれば，法科大学院が受験指導を排し，理念に沿った教育

を目指しているにもかかわらず，新たな法曹養成制度の一環と

しての司法試験の意義が没却され，その理念が著しく損なわれ

るとともに，旧司法試験と同様，受験者が各法分野について原

理的，体系的に知識を習得する努力を怠り，法曹となるべき者

の資質の確保に重大な影響を及ぼし，柔軟な応用力を備えない

者が合格点を得るなどといった事態を招くおそれもある。 

（イ）考査委員等が適正に職責を果たすことが困難になること 

ａ 司法試験における採点の在り方等 

         司法試験における問題の作成及び採点並びに合格者の判定は，

考査委員が行うこととされている（司法試験法１５条１項）。

考査委員は，当該試験を行うについて必要な学識経験を有する

者から司法試験委員会の推薦に基づき任命されるものであり



15 
 

（同条２項），考査委員の氏名，所属等は公表されている。 

考査委員がこれらの権限を行使するに当たって，合格者の判定

については考査委員の合議によることとされ（同法８条），具

体的には，考査委員会議において行うこととされている（司法

試験委員会令２条１項及び３項）。また，司法試験における問

題の作成及び採点並びに合格者の判定の基本方針その他これら

の統一的な取扱いのために必要な事項は，考査委員会議を開い

て定めることができるとされている（同条２項）。このように，

考査委員が考査委員会議という合議体によって権限を行使する

ことを求められているのは，合格者の判定のみであり，また，

合議体によって決することができるとされているのは，考査委

員の権限事項に係る基本方針その他統一的な取扱いのために必

要な事項のみである。すなわち，考査委員の権限のうち，問題

の作成及び採点については，法務大臣が各考査委員に対し個別

に委任しているものであって，考査委員の合議によって決する

ことはそもそも予定されていない。 

そして，論文式試験の採点については，考査委員会議において，

「司法試験における採点及び成績評価等の実施方法・基準につ

いて」と題する書面記載の内容が申合せ事項とされ，公表され

ているが（平成２８年３月１７日司法試験考査委員会議申合せ

事項），これは各年共通の一般的なものであり，個別の出題に

即したものではない。この申合せ事項以上の内容は考査委員会

議において合意されておらず，個々の答案の具体的な採点は，

各考査委員の裁量に委ねられている。それは，次のような論文

式試験の意義や性格等によるものである。 

すなわち，司法試験は，「裁判官，検察官又は弁護士になろう

とする者に必要な学識及びその応用能力を有するかどうかを判

定することを目的」とし（司法試験法１条１項），「受験者が

裁判官，検察官又は弁護士となろうとする者に必要な学識及び

その応用能力を備えているかどうかを適確に評価するため，知

識を有するかどうかの判定に偏ることなく，法律に関する理論

的かつ実践的な理解力，思考力，判断力等の判定に意を用いな

ければならない。」とされている（同法３条４項）。正解が一

義的に定められる必要のある短答式試験によっては，このよう

な能力を試すことには自ずから限界があり，こうした観点から

の能力の判定は，専ら論文式試験によって行うこととなる。 

そのため，論文式試験は，正解が一義的に与えられ得るもので

はなく，前述のとおり，出題された事例について法的に解析し
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た上で，論理的な思考に基づき，法令の解釈や適用を行い，そ

れを論理的・説得的に構成・論述して表現することを求め，そ

れを総合的に評価することにより，受験者の単なる知識の有無

のみならず，法曹となるべき理論的かつ実践的な理解力，思考

力，判断力等を判定するものである必要があり，このような論

文式試験の意義に沿った判定を可能とするためには，いわゆる

論点主義による画一的・硬直的な採点ではなく，個々の考査委

員の専門的知識，学識経験等に基づいた，独立した判断で柔軟

な評価がなされなければならない。 

他方で，個々の考査委員が独立して採点する結果，得点にばら

つきが出ることがあり得ることを前提とし，受験者間に不公平

が生じることを避けるため，上記申合せ事項においては，一通

の答案を複数の考査委員によって採点し，かつ，偏差値による

得点調整を行うことなどが定められている。 

このように，論文式試験の採点において個々の考査委員に求め

られていることは，他の考査委員から独立して，自己の高度な

専門知識と識見に基づき，良心に従い，自由かつ公正中立に，

個々の答案を審査して評価を与えることであって，このことは，

論文式試験の判定機能を適切に機能させ，司法試験がその役割

を果たすために必要不可欠である。 

ｂ 採点に関する問合せ等の現状 

         他方，事務局には，個々の受験者からの問合せが電話等で多数

寄せられているところ，特に成績通知後には，論文式試験の採

点結果に関する問合せが相次ぎ，しかも増加傾向にある。その

ほとんどは不合格者であって，成績通知に記載された科目別得

点が自らの認識と比べて低すぎるというものであり，中には，

自己の再現答案に対する第三者の評価や他の者の再現答案との

比較を根拠として，採点の過誤や不当性を主張するものもある。

このような問合せに対しては，適正に事務処理を行っている旨

説明しても納得を得られないため，これに応対した職員が長時

間を割いて特段の対応を強いられている状況にある。 

ｃ 答案を開示することによって生じる支障 

         論文式試験の答案を開示することとなれば，受験予備校等の後

押しによって，多数の受験者から大規模に答案の開示請求が行

われることとなるのは明らかであり，また，とりわけ不合格者

にあっては，開示された情報から何らかの理由を作出して採点

の過誤を主張しようとすることが容易に予測され，開示請求の

著しい増大とこれに伴う事務局への問合せ等の増加が見込まれ
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る。 

現物の答案は，その内容と得点との結びつきが確実であり，更

に他の答案との比較によって，より具体的な根拠をもって，採

点の不当性を主張することが可能となるため（例えば，「なぜ

Ａの答案がＢの答案よりも点数が高いのか。採点がおかしいの

ではないか。」などといった問合せを多数招来すると見込まれ

る。），問合せ等の増加と深刻化がより進むことが見込まれる。

採点に不満を持つ者に対して，応対した職員が説明に十分な時

間を割いたとしても，その納得を得られるような説明を行うこ

とは極めて困難であって，司法試験事務の運営に支障が生じる

おそれが極めて大きい。 

このような場合，事務局における説明では対処できなくなり，

考査委員に対し，個別に答案や素点の再確認を求め，あるいは，

採点方針について説明を求める事態も生じ得る。また，事務局

において説明を尽くすことが困難であるため，考査委員に対し

て直接問合せ等がなされるおそれも高くなり，考査委員が採点

に不満を抱く者からの苦情・嫌がらせ等にさらされるおそれも

生じる。 

過去には，司法試験に落ちた腹いせに，複数の法務・検察幹部

が脅迫されるなどした事件もある。考査委員は，氏名・所属を

公表されている上，特に研究者の委員については人数が限られ

ており，個人攻撃の対象となるおそれが極めて大きい。 

前述のとおり，司法試験において，法律に関する理論的かつ実

践的な理解力，思考力等の判定を可能とするには，論点主義に

よる画一的・硬直的な採点ではなく，個々の考査委員の学識経

験等に基づいた独立した判断による柔軟な評価がなされる必要

がある。そのため，論文式試験の個々の答案の具体的な採点は，

考査委員の裁量に委ねられており，個々の考査委員に求められ

ることは，他の考査委員から独立して，自己の高度な専門知識

と識見に基づき，良心に従い，自由かつ公正中立に，個々の答

案を審査することである。このような観点から答案の審査が行

われているため，個々の答案の具体的な採点について，事後的

に，その全てを形式的，客観的に説明することは容易ではない。 

答案が後に開示されることとなれば，後日の問合せ，非難，中

傷，嫌がらせ等へのおそれや煩わしさから，過度に硬直的な採

点を行い，あるいは，他の考査委員の採点に合わせるなどして，

考査委員が答案に対して適正な評価を与えることが困難となる。

また，問合せ等に対して画一的に回答できるよう，形式的な採
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点が可能な問題作成に陥り，司法試験において求められる能力

評価に適した良問の作成が困難となるおそれもある。すなわち，

答案の開示によって，考査委員がその職責を適正に果たすこと

が困難になり，適正な司法試験事務の遂行に支障が生じるおそ

れは現実的かつ差し迫ったものである。 

また，考査委員は，任期付きの非常勤職員で，本務の傍らで，

問題作成や採点といった多大な時間と労力を要する職務を行っ

ているところ，ただでさえその負担は非常に重い。考査委員を

更なる物理的・心理的負担にさらすこととなれば，優秀な研究

者や実務家から考査委員のなり手を探すことが困難となること

は必至である。 

したがって，答案を開示することによって，司法試験事務の適

正な遂行に種々の支障が生じることは明らかである。 

（ウ）小括 

       以上のように，上記（ア）及び（イ）で詳述したとおり，本件対

象保有個人情報１を開示することによって，司法試験事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがある（法１４条７号柱書き）ことは明

らかである。 

この点，司法試験論文式試験の答案の不開示決定に対する異議申

立に係る過去の答申（平成２１年度（行個）答申第９６号，平成２

２年度（行個）答申第８号，平成２５年度（行個）答申第４１号，

平成２７年度（行個）答申第１４５号）においても，概要，「受験

予備校による再現答案の収集，利用の状況を踏まえると，情報を開

示すれば，受験予備校が他の相当数の受験者に働き掛けて，同様の

開示請求を行わせる蓋然性は極めて大きく，これに応じた答案に基

づく分析の方が現実に即したものであることは否定できないから，

当該答案作成者の成績と併せて，高成績を得やすい答案作成の技法

等を今までより一層それらしく説明することが可能となる。そして，

受験回数が制限される新司法試験においては，このような受験予備

校が提示する技法等を安易に受け入れる受験者が多くなり，上記の

ような法曹養成制度改革の一環としての新司法試験の意義が没却さ

れるおそれや，受験予備校での受験技術に強く影響された画一的な

答案が増加し，法曹となるべき資格の有無を適切に評価することが

困難になるおそれが生ずる蓋然性が高まり，その結果，新司法試験

事務の適正な遂行に支障を及ぼす具体的なおそれがあると言わざる

を得ない。」，「現物の答案はその内容と得点の結びつきが確実で

あることから，より具体的に採点の不当性を主張することが可能と

なるため，司法試験委員会及び考査委員への質問，照会，あるいは
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考査委員に対する中傷が増加し，考査委員及び事務局職員等がそれ

ぞれ有する業務に支障が生じるおそれがあることが認められる。」，

「司法試験においては，個人の権利利益の保護という法の目的を離

れて，受験予備校等が働き掛けることにより，多数の受験者による

開示請求が行われ，その弊害が予測される状況を踏まえれば，たと

え本人に対する開示であっても，司法試験事務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあると言わざるを得ない。」旨指摘がなされ，司

法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，い

ずれの異議申立も棄却されてきたところである。 

エ 審査請求人の主張に対する反論 

（ア）答案の取違えの確認について 

       審査請求人は，「個人情報開示請求をしたのは，答案の取り違え

の有無を確かめたいだけ」であると主張している。 

この点，答案の取違えについては，機械及び目視による方法で二

重三重に厳格にチェックを行い徹底的に防止しているところ，およ

そ採点結果に重大な利害関係を有する受験者本人に対し，自己の答

案であるかどうかの確認を求めることは相当ではなく，開示の必要

性を高める理由にはならない。仮に，審査請求人が主張するように，

希望する受験者に答案の取違えの有無を確認させる機会を与えると

なれば，必ずしも全ての受験者が採点結果に納得しているとは限ら

ず，そのような受験者が「答案の取違えがあった」などと事実と異

なる申立てをする可能性もあり，司法試験の実施に大きな混乱を生

じさせるおそれがある上，上記ウ（ア）ｃで述べたとおり様々な支

障が生じることから，答案の開示による弊害は極めて大きい。 

       したがって，この点に関する審査請求人の主張は，およそ失当で

ある。 

（イ）本件対象保有個人情報１の法１４条７号柱書き該当性について 

ａ 考査委員及び事務局職員等の業務への支障のおそれについて 

         論文式試験の答案を開示することとなれば，採点結果に対し，

司法試験委員会に対する質問及び照会が増加することは容易に

想定できることであり，司法試験委員会における事務に支障が

生じることは想像に難くない。また，考査委員についても，答

案の採点者が特定できないことを前提としても，その氏名及び

地位が公表されている以上，少なくとも，上記のような質問及

び照会を受け得る立場には立たされるのであって，そうなれば，

各考査委員は，相当多数の答案を採点しなければならない上に，

このような質問ないし照会等を受け得る立場に立たされるとな

れば，その身体的，精神的な負担は相当なものとなり，考査委
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員が，質問及び照会を考慮して，答案に対して適正な評価を与

えることが困難となり，また，質問及び照会に対して画一的に

回答することが可能となるような問題作成に傾倒し，法曹に

とって必要な能力評価に適切な良問の作成をも困難にするおそ

れがある。そればかりか，考査委員そのものを引き受ける優れ

た学識経験者や実務法曹がいなくなるおそれすらある。 

         これに対して，審査請求人は，「合格発表後に開示請求すると

しても，ほとんどの受験生はわずか５回しか受験できないとい

う制約の中，次の受験までの半年という地点であり，開示した

成績判定に不服を申し立てるというよりは，次の試験に向けた

勉強方法確立のために活用することが想定され」，「次年度以

降の試験の適正な遂行への支障は，単なる確率的可能性にすぎ

ない」などと主張するが，情報開示に際して当該情報の利用方

法を制限することができない以上，上記のとおり司法試験委員

会に採点結果に対する質問及び照会が増加するばかりか，考査

委員にまで影響を及ぼしてしまうことが容易に予想される。 

審査請求人の上記主張は，本件対象保有個人情報１の法１４条

７号柱書き該当性を何ら左右するものではなく，行政事務の実

態を理解しないものであり，失当である。 

ｂ 司法書士試験に係る主張について 

        また，審査請求人は，「司法試験と同様の国家試験である司法

書士の試験においても」，「開示をしていることからも，適正

な評価を与えることを困難とするとは言えない」などと主張す

る。 

しかし，司法書士試験は，司法書士法（昭和２５年法律第１９

７号）６条２項において，「憲法，民法，商法及び刑法に関す

る知識」，「登記，供託及び訴訟に関する知識」及び「その他

第３条第１項第１号から第５号までに規定する業務を行うのに

必要な知識及び能力」について筆記及び口述の方法により行う

ものと定められており，同法３条１項１号から５号までに規定

されている業務とは，「登記又は供託に関する手続について代

理すること」，「法務局又は地方法務局に提出し，又は提供す

る書類又は電磁的記録を作成すること」，「法務局又は地方法

務局の長に対する登記又は供託に関する審査請求の手続につい

て代理すること」，「裁判所若しくは検察庁に提出する書類又

は筆界特定の手続において法務局若しくは地方法務局に提出し

若しくは提供する書類若しくは電磁的記録を作成すること」及

び「これらの事務について相談に応ずること」である。 
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司法書士試験の筆記問題は，多肢択一式問題と記述式問題とが

あるが，このうち記述式問題の内容は，事例に基づき，登記手

続などを問うもので，答案用紙の各回答欄（「登記の目的」，

「登記原因及びその日付」，「登記すべき事項」，「登記の事

由」など（平成２７年司法書士試験記述式問題答案用紙参

照））の記載に従って回答を記述する形式であって，長文の論

述を求めるものではない。 

これに対し，司法試験は，上記アのとおり，裁判官，検察官又

は弁護士になろうとする者に必要な学識及びその応用能力を有

するかどうかを判定することを目的とする試験であり，短答式

及び論文式による筆記の方法により行うものとされている。ま

た，司法試験は，上記ウ（イ）ａのとおり，「受験者が裁判官，

検察官又は弁護士となろうとする者に必要な学識及びその応用

能力を備えているかどうかを適確に評価するため，知識を有す

るかどうかの判定に偏することなく，法律に関する理論的かつ

実践的な理解力，思考力，判断力等の判定に意を用いなければ

ならない。」とされており（司法試験法３条４項），短答式の

筆記試験とは別に設けられている論文式の筆記試験については，

「裁判官，検察官又は弁護士となろうとする者に必要な専門的

な学識並びに法的な分析，構成及び論述の能力を有するかどう

かを判定することを目的」としており（同条２項），基本的知

識のみならず，法律に関する理論的かつ実践的な理解力，思考

力，判断力等の判定がなされるよう，答案の具体的な採点が考

査委員の裁量に委ねられている。そして，司法試験の論文式試

験については，上記ウ（ア）から（ウ）までのとおり，答案を

開示することによる多大な支障がある。なお，正解が一義的に

定められる短答式試験については，司法試験においても答案を

開示しているところである。 

このように，司法書士試験と司法試験は，異なった目的の試験

で，形式も異なる別個のものであり，司法試験では，旧司法試

験で生じた問題点を解消するために新たな法曹養成制度が導入

されたという現行制度の趣旨もあるので，司法書士試験の保有

個人情報の開示状況によって，司法試験の保有個人情報の開示

の可否が左右されるものではなく，審査請求人の主張には理由

がない。 

ｃ 法曹にとって必要な能力評価に適切な良問の作成をも困難にす

ることについて 

個々の受験者が提出した答案そのものが開示されるとなれば，
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実際に採点の対象となった答案そのものと成績通知による各科

目別の得点を比較検討することが可能となることから，各受験

者，あるいはこのような比較検討を行ったいわゆる受験予備校

等が，自らが抱いた疑問点等について，司法試験委員会に対し

て質問や照会等をすることが考えられ，そのような事態となれ

ば，司法試験委員会の業務全体に支障が生じるおそれがある。 

そもそも，新司法試験における論文式試験は解答が一義的に定

まっておらず，採点に当たっては，事例解析能力，理論的思考

力，法解釈・適用能力等を十分に見ることを基本としつつ，全

体的な論理的構成力，文章表現力等を総合的に評価し，理論的

かつ実践的な能力の判定に意を用いるものとされていることか

らも明らかなとおり，採点は各考査委員の専門的学識に基づく

高度な専門的判断に委ねられている。このような専門的判断に

おいては，その全てを客観的に説明することは容易ではない上

に，とりわけ，不合格者にあっては，答案が開示されるとなれ

ば，答案及び通知された成績等を照らし合わせた上で，採点結

果に関する質問や苦情を申し入れることが容易に予測されるこ

とから，その対応に相当な困難が伴うことは想像に難くない。 

既に述べたとおり，仮に，各受験者及びいわゆる受験予備校等

が，採点結果に対して説明を求め得るとすれば，各考査委員が

答案に対して適正な評価を与えることが困難になるおそれが生

じ，また，同様の考慮から，質問や照会等に対して画一的に回

答することが可能となるような問題作成に傾倒し，法曹にとっ

て必要な能力評価に適切な良問の作成をも困難にするおそれが

ある。更に言えば，このような立場に立たされる考査委員を引

き受ける優れた学識経験者や実務法曹がいなくなるおそれもあ

り，そうなれば，司法試験の実施そのものが不可能となる。 

この点に関する審査請求人の主張は，新司法試験における論文

式試験の特質を理解していないものであり，失当である。 

ｄ 司法試験による法曹養成の意義が害されることについて 

また，審査請求人は，「現時点でも，合格者は，自分の書いた

答案を再現し，予備校に売却し，成績上位パターンの答案は広

く出回っています。しかし，論文式試験の意義が失われるよう

な事態には至っていません。」などと主張している。 

一般的には，各受験者が，実際に提出した答案の内容を正確に

再現することは困難であることから，いわゆる受験予備校等に

よる再現答案を利用した受験指導にも一定の限界があるものと

考えられるが，各受験者が実際に提出した答案そのものが開示
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されることとなれば，よりもっともらしい分析が可能となり，

その結果，多くの受験者が，高得点が付された答案について，

その全体の構成や論旨の展開等だけでなく，表現振りや用字用

語等の細部に至るまで模倣するといった事態を招きかねない。 

さらに，現状では，第１問と第２問（民事系科目については第

３問も含む。）の合計得点である科目別得点のほか，平成２８

年司法試験からは，第１問と第２問（民事系科目については第

３問も含む。）の問別の順位ランクを通知しているため，いず

れの問題に対する評価であるのかがある程度明確になるため，

いわゆる受験予備校等の再現答案を利用した受験指導により一

層拍車が掛ることになることは明白である。 

このような事態となれば，上記ウ（ア）ａで述べた旧司法試験

における問題状況がそのまま新司法試験にも引き継がれること

となり，そうなれば，旧司法試験と同様，新司法試験において

も，受験技術偏重の勉強方法に基づく答案がまん延し，裁判官，

検察官又は弁護士となろうとする者に必要な学識及びその応用

能力を有するか否かを適切に判定することが困難となる。さら

に，新司法試験は，法科大学院教育を中核とするプロセスとし

ての新たな法曹養成制度の一環として位置付けられているとこ

ろ，新司法試験の受験者においても，受験技術偏重の勉強方法

がまん延することとなれば，新司法試験は，新たな法曹養成制

度として機能しないこととなってしまう。 

したがって，審査請求人の上記主張は，本件対象保有個人情報

１の法１４条７号柱書き該当性を左右するものではない。 

オ 結論 

以上のとおり，審査請求人の主張は，いずれも原処分１を取り消す

理由とはなり得ないため，原処分１は維持されるべきである。 

 （２）諮問第５号 

ア 司法試験制度について 

  上記（１）アと同じ。 

イ 本件開示請求及び開示しないこととした理由について 

（ア）本件開示請求に係る保有個人情報について 

       審査請求人は「平成２７年司法試験論文式試験の受験者氏名「審

査請求人の氏名」（試験地「特定地名」，受験番号「特定番号」）

の答案」（本件対象保有個人情報２）の開示を求めている。 

（イ）開示しないこととした理由 

       ２７年試験の答案については，文書保存期間（事務処理上必要な

１年未満の期間）が経過したため，既に廃棄しており，保有してい
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ない。 

したがって，本件対象保有個人情報２は不存在であることから，

保有個人情報の開示をしない旨の決定を行った。 

     ウ 司法試験の論文式試験の答案について 

開示請求の対象となる保有個人情報は，行政機関の職員が職務上作

成し，又は取得した個人情報であって，当該行政機関の職員が組織

的に利用するものとして，当該行政機関が保有しているものであり，

行政文書（行政機関の保有する情報の公開に関する法律２条２項に

規定する行政文書をいう。）に記録されているものに限られている

（法２条３項）。 

司法試験の論文式試験の答案は，答案の採点，合否決定及び試験問

題の検証等の試験実施のために保有していることから，上記の行政

文書に該当し，かつ，その内容において，氏名，受験番号，試験地

及び解答が記載されていることから，法２条３項の保有個人情報に

該当するものと解している。 

論文式試験の答案は，当該年の合格者の決定後は廃棄することとし

ており，論文式試験の答案の保存期間は，試験実施から廃棄するま

での１年未満の期間としている。 

      エ 審査請求人の主張に対する反論 

審査請求人は，本件対象保有個人情報２について，「保有期間が経

過しても，廃棄協議が終わらなければ廃棄はされません。」，「も

し，２７年試験の答案が既に廃棄されているのであれば，廃棄同意

が得られているはずです。しかし，平成２７年度及び平成２８年度

に保存期間が満了した行政文書ファイルについては，廃棄同意が得

られた文書は存在しないです。そうすると，２７年試験の答案は廃

棄できませんので，存在していると言えます。」などと主張する。 

この点，行政文書の廃棄については，公文書等の管理に関する法律

（平成２１年７月１日法律第６６号。以下「公文書管理法」とい

う。）８条１項において，「行政機関の長は，保存期間が満了した

行政文書ファイル等について，第５条第５項の規定による定めに基

づき，国立公文書館等に移管し，又は廃棄しなければならない。」，

また，同条２項において「行政機関の長は，前項の規定により，保

存期間が満了した行政文書ファイル等を廃棄しようとするときは，

あらかじめ，内閣総理大臣に協議し，その同意を得なければならな

い。」と規定されている。さらに，「公文書等の管理に関する法律

（平成２１年法律第６６号）第８条第２項の同意の運用について」

（平成２３年４月１日内閣総理大臣決定）の２（２）ウにおいて，

「行政文書ファイル等の保存期間については，公文書等の管理に関
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する法律施行令（平成２２年政令第２５０号）第８条第２項に基づ

き，適切な保存期間が定められることに加え，歴史公文書等に該当

する行政文書ファイル等については，同条第３項に基づき，１年以

上の保存期間を設定しなければならないこととされている。これら

を踏まえ，１年未満の保存期間の行政文書ファイル等については，

上記ア，イの手続を行うことを要しない。」（別添参照（略））と

規定されており，保存期間が１年未満の行政文書ファイル等の廃棄

協議は不要とされている。 

したがって，本件対象保有個人情報２は，前述のとおり開示請求の

対象となる保有個人情報に該当する行政文書であるものの，保存期

間が１年未満であることから，廃棄協議を経ることなく，平成２８

年４月に既に廃棄済みである。 

なお，審査請求人は，「平成２７年に受験者の答案から，明らかに

司法試験問題が漏えいしているということが判明し，法務省から刑

事告訴までしています。そのような重大事件が起こった年の答案が

すでに廃棄されているというのは，疑問です。」と主張しているが，

平成２７年に起きた司法試験漏えい事案の事後的検証が必要となっ

た場合に備え，平成２７年司法試験論文式試験実施記録として答案

に係る画像データを別途保存しているところであり，答案を廃棄し

ても何ら差し支えはない。 

オ 結論 

以上のとおり，審査請求人の主張は，原処分２を取り消す理由とは

なり得ないため，原処分２は維持されるべきである。 

 ２ 補充理由説明書（諮問第５号のみ） 

（１）論文式試験の答案に係る画像データについて 

     理由説明書（上記１（２））のエなお書き記載の論文式試験の答案の

画像データ（以下「本件画像データ」という。）は，毎年度，受験願書

や問題用紙，成績通知，答案用紙等の印刷業務等を委託した印刷業者に

よって当省に納品される成果物の一部である。また，納品については，

当該印刷業者の工場内の機器によって作成されたデータを当省所有の

ハードディスクドライブに移し替え，当該印刷業者が当省まで運搬する

方法で行われており，その際には，本件画像データは各科目の答案の１

頁ごとに１つのファイルとして保存されることからデータ数が数十万個

に及ぶこともあって，データが破損していないかなどの復元性の検証は

一部のデータについてしか行っておらず，本件画像データによって全受

験者の答案が完全に復元ができることを確認した上で保管しているもの

ではない。 

    このように，本件画像データは，科目ごと頁ごとに個別のファイルに
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分割された状態で保管され，一人の受験者につき７３個のファイルが存

在することから，取得した時点では，データの一部又は全部が破損して

いる可能性も否定できず，確実に対象物が存在する答案そのものとは異

質なものとして考え，当初は本件対象保有個人情報２として特定しな

かった。 

       しかし，再度検討した結果，法においては，例え保有個人情報の一部

が欠けていても，その残余部分が保有個人情報から除外される規定はな

く，また，当該受験者のデータの全部が破損している可能性は極めて低

いと考えられることから，本件画像データの一部破損の可能性のいかん

にかかわらず開示請求の対象であるとして修正したい。 

       なお，本件画像データの保存期間は，答案の原本と同様に１年未満と

していたが，昨年度の漏えい事案の発生に伴い，予期せぬ事態が生じた

場合の検証用のサンプルとして使用する可能性があるものとして保存期

間を５年に伸長する変更を行っている。 

（２）本件画像データの開示について 

    ア 本件画像データの開示不開示について 

      上記（１）のとおり本件画像データは本件対象保有個人情報２に該

当すると考えるが，仮に本件画像データにより審査請求人の答案

（内容）が全て破損することなく，復元できた場合であっても，論

文式試験の答案と同様に以下の理由により開示できない。 

    イ 開示できない理由について  

       司法試験の論文式試験は，法曹になろうとする者に必要な専門的な

学識並びに法的な分析，構成及び論述の能力を有するかどうかを判

定することを目的とするものであるが（司法試験法３条２項），本

来，論文式試験に関しては，その正解が一義的に定まっているもの

ではない。 

       現在，成績通知によって，各科目の得点を受験者に通知していると

ころ，本件画像データを開示すれば，答案の採点について，司法試

験委員会及び考査委員への質問や照会等が増加し，考査委員及び事

務局職員等の業務に支障が生じるおそれがある。また，後に生じ得

る個々の受験者等からの苦情や非難を回避することを考慮するあま

り，採点を担当する考査委員が答案に対して適正な評価を与えるこ

とが困難になり，さらには，法曹にとって必要な能力評価に適切な

良問の作成をも困難にするおそれがある。     

       加えて，本件画像データを開示することとすれば，受験予備校等を

介して，合格者あるいは上位成績者の答案が模範答案との扱いを受

けて広く流布し，受験者の解答の方法等に影響を与え，あるいは，

受験予備校が「答案の分析結果」等と称して成績上位の論述パター
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ンなどを示すことにより，受験技術のみに頼った勉強法がまん延し，

司法試験による法曹養成の意義が害されるとともに，論文式試験に

よって上記のような能力評価をすることが困難になり，論文式試験

の意義が失われるおそれがある。 

         したがって，本件画像データを開示することにより，司法試験事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある（法１４条７号柱書き）

ことから，保有個人情報の開示はできない。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，諮問第３号及び

同第５号を併合し，調査審議を行った。 

① 平成２９年１月１０日   諮問の受理（諮問第３号及び同第５号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月３０日       審議（諮問第３号） 

④ 同年２月７日      本件対象保有個人情報１の見分（諮問第 

３号）及び審議（諮問第３号及び同第５号） 

⑤ 同月８日        審査請求人から意見書及び資料を収受（

諮問第３号） 

⑥ 同月１３日       審査請求人から意見書１及び資料を収受

（諮問第５号） 

⑦ 同月１６日       諮問庁から補充理由説明書を収受（同上） 

⑧ 同月２８日       審査請求人から意見書２及び資料を収受 

（同上） 

⑨ 同年３月７日      諮問第３号及び同第５号の併合並びに審

議 

⑩ 同月２２日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件各開示請求は，審査請求人本人に係る２８年試験の答案に記録され

た保有個人情報（本件対象保有個人情報１）及び２７年試験の答案に記録

された保有個人情報（本件対象保有個人情報２）の開示を求めるものであ

る。 

処分庁は，①本件対象保有個人情報１について，これを開示すると，

ⅰ）司法試験委員会及び考査委員への質問等が増加し，考査委員及び事務

局職員等の業務に支障が生ずるおそれ，ⅱ）受験者等からの苦情や非難を

回避することを考慮する余り，採点者が答案に対して適正な評価を与える

ことが困難になり，法曹にとって必要な能力の評価に適切な良問の作成を

困難にするおそれ，ⅲ）合格者あるいは上位成績者の答案が模範答案とし

て流布するなどにより，受験技術のみに偏った勉強法がまん延し，法曹養
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成の意義が害されるとともに，論文式試験の意義が失われるおそれがある

等として，法１４条７号柱書きによりその全部を不開示とする原処分１を

行い，②本件対象保有個人情報２については，既に廃棄しており，保有し

ていないとして，不開示とする原処分２を行った。 

審査請求人は，原処分の取消しを求めているが，諮問庁は，①本件対象

保有個人情報１については，原処分を維持するとし，②本件対象保有個人

情報２については，本件画像データに記録された保有個人情報を新たに特

定した上で，その全部が法１４条７号柱書きに該当するとして，不開示と

すべきとしていることから，以下，本件対象保有個人情報１の見分結果を

踏まえ，本件対象保有個人情報１の不開示情報該当性について検討すると

ともに，本件対象保有個人情報２の特定の妥当性及び不開示情報該当性に

ついて検討する。 

２ 本件対象保有個人情報１の不開示情報該当性 

（１）当審査会において本件対象保有個人情報１を見分すると，審査請求人

本人が受験した２８年試験の答案用紙に自らが記載した解答であって，

当該解答に対する配点・減点などの採点情報や，採点を行った考査委員

によるコメントなどの書き込み等は記載されていないことが認められる。 

（２）そうすると，平成２７年度（行個）答申第１４５号において，平成２

７年の司法試験論文式試験の答案に記載された保有個人情報の不開示情

報該当性について，平成２５年度（行個）答申第４１号において，平成

２４年の司法試験論文式試験の答案に記載された保有個人情報の不開示

情報該当性についてそれぞれ示された判断と同様，受験予備校による再

現答案の収集及び利用の状況を踏まえると，本件対象保有個人情報を開

示すれば，受験予備校が他の相当数の受験者に働き掛けて，同様の開示

請求を行わせる蓋然性は極めて大きく，これに応じて開示することとな

れば，再現答案に基づく分析よりも実際に試験に提出した答案に基づく

分析の方が現実に即したものであることは否定できないから，当該答案

作成者の成績と併せて，高成績を得やすい答案作成の技法等を今までよ

り一層それらしく説明することが可能となり，そうすると，受験回数が

制限される司法試験においては，このような受験予備校が提示する技法

等を安易に受け入れる受験者が多くなり，法曹養成制度の一環としての

司法試験の意義が没却されるおそれや，受験予備校での受験技術に強く

影響された画一的な答案が増加し，法曹となるべき資格の有無を適切に

評価することが困難になるおそれが生ずる蓋然性が高まり，その結果，

司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼす具体的なおそれがあるといわ

ざるを得ないから，これと同趣旨の諮問庁の説明（上記第３の１（１）

ウ）は首肯できる。 

確かに，本件対象保有個人情報１は，評価，コメント等が何も記載さ
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れていない，審査請求人自らが作成した答案そのものであるが，司法試

験においては，個人の権利利益の保護という法の目的を離れて，受験予

備校等が働き掛けることにより，多数の受験者による開示請求が行われ，

その弊害が上記のように予測される状況があることを踏まえれば，たと

え，当該答案を作成した本人に対する開示であっても，司法試験事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるといわざるを得ない点も，上記

の各答申に示された判断と同様である。 

（３）以上のとおり，本件対象保有個人情報１については，これを開示する

ことにより，司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると

認められ，法１４条７号柱書きの不開示情報に該当するので，その全部

を不開示としたことは妥当である。 

３ 本件対象保有個人情報２の特定の妥当性及び不開示情報該当性について 

（１）特定の妥当性について 

  ア 諮問庁は，２７年試験の答案について，当初，保存期間が１年未満

であることから，平成２８年４月に既に廃棄済みであるとして，本件

対象保有個人情報２は保有していない旨説明していたが，補充理由説

明書において，２７年試験の答案の画像データ（本件画像データ）に

ついて，当該試験の実施記録として別途保存しており，本件画像デー

タに本件対象保有個人情報２が記録されている旨説明する。 

  イ そこで，当審査会において，諮問庁から本件画像データのうち審査

請求人に係る部分を印刷したものの提示を受けて確認したところ，こ

れは，審査請求人本人が受験した２７年試験の答案用紙に本人が記載

した解答であって，当該解答に対する配点・減点などの採点情報や，

採点を行った考査委員によるコメントなどの書き込み等は記録されて

いないことが認められる。 

ウ 本件画像データは，２７年試験の答案の画像データとして，法務省

が業者に委託作成させ，その成果物として，当該試験の実施記録とし

て，同省において保存していた旨の諮問庁の説明（上記第３の２

（１））に疑いを差し挟む事情はないところ，これを踏まえると，本

件画像データに記録された保有個人情報は，行政機関の職員が職務上

作成し，又は取得した個人情報であって，当該行政機関の職員が組織

的に利用するものとして，当該行政機関が保有しているものに外なら

ず，そのうち，審査請求人の答案が記録された部分は，本件対象保有

個人情報２に該当すると認められる。 

（２）不開示情報該当性について 

ア 諮問庁は，本件画像データに記録された本件対象保有個人情報２に

ついて，補充理由説明書（上記第３の２（２））において，法１４条

７号柱書きの不開示情報に該当する旨説明するので，当該不開示情報
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該当性について検討する。 

  イ 本件対象保有個人情報２は，上記（１）イで判断したとおり，審査

請求人が受験した２７年試験の答案用紙に自らが記載した解答であっ

て，当該解答に対する配点・減点などの採点情報や採点を行った考査

委員によるコメントなどの書き込み等は記載されていないものである。 

ウ そうすると，本件対象保有個人情報２は，２８年試験の答案である

本件対象保有個人情報１と実施年が異なるだけの同様の試験答案に係

る情報であるといえることから，上記２（２）で判断したのと同様の

理由により，これを開示することにより，司法試験事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあると認められ，法１４条７号柱書きの不開

示情報に該当するので，その全部を不開示とすることが妥当である。 

 ４ 付言 

本件画像データについて，諮問庁は，その存在を認識しつつ，当初，本

件対象保有個人情報２を保有していないとして不開示とした原処分２を維

持するとしていたところ，この点につき，本件画像データについては，こ

れを取得した時点では，データの一部又は全部が破損している可能性も否

定できず，確実に対象物が存在する答案そのものとは異質なものとして考

え，当初は本件対象保有個人情報２として特定しなかった旨説明するが，

電磁的記録であっても，その内容を確認した上で，法２条３項に規定する

保有個人情報に該当すると認められれば，これを本件対象保有個人情報２

として特定すべきであるのはいうまでもないことであって，上記のような

諮問庁の対応は，法の解釈を誤ったものといわざるを得ず，今後，このよ

うなことのないよう適切に対応することが強く望まれる。 

５ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左

右するものではない。 

６ 本件各不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報の開示請求に対し，本件対象保

有個人情報１につき，その全部を法１４条７号柱書きに該当するとして不

開示とした決定については，同号柱書きに該当すると認められるので，妥

当であり，本件対象保有個人情報２につき，これを保有していないとして

不開示とした決定について，諮問庁が本件画像データに記録された保有個

人情報を新たに特定し，その全部を同号柱書きに該当するとして不開示と

すべきとしていることについては，当該情報は本件対象保有個人情報２に

該当し，また，当該情報の全部が同号柱書きに該当すると認められるので，

妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 


